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東京都地域公益活動推進協議会 

令和５年度 地域公益活動の状況等調査結果（概要版） 

                              

Ⅰ 調査のあらまし 

 

 

 

 

 

Ⅱ 調査結果の概要 

１ 地域公益活動の実施状況 

 地域公益活動を「実施している」が 70％、「実施していないが法人内で実施あり」が 26％であり、

96％の施設・事業所が、法人として地域公益活動に取組んでいた。「その他」の回答としては、「計

画中」、「準備中」などがあげられた。（表１） 

 「特に重点的だと思う活動」について尋ねたところ、「地域住民の交流、居場所づくり」の回答が

最も多く（20％）、次いで「子育て支援」（13％）、「生活困窮世帯への食糧支援（フードバンク、

フードパントリー等）」、「高齢者の自立生活支援」（ともに 11％）が続いた。「その他」の回答と

しては、「移動手段の提供」、「居住支援」、「清掃活動」などがあった（表２） 

 活動の主な対象者（複数回答可）を尋ねたところ、最も多かったのは「地域住民全般」（58％）、

次いで「高齢者」（33％）、「子どもとその家庭」（30％）の順であった。（表３） 

 

表 1 地域公益活動の実施状況 
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１．調査対象 東京都地域公益活動推進協議会会員法人が運営する 2,947 施設（976 法人） 

２．回 収 率 16.7％（492/2947 施設）※法人単位で整理した場合は回収率 30.4％（297/976 法人） 

３．調査目的 (1) 東京都地域公益活動推進協議会の会員の活動状況などの集計と分析 

(2) 特徴のある活動事例等を探すための基礎資料の収集 

(3) 東京都地域公益活動推進協議会の活動についての要望等の収集 

４．実施方法 Web フォームまたは Word 版調査票により回答 

５．実施時期 令和 6年 1月 10 日～令和 6年 2月 9日 

 

96％が法人として地域公益活動

に取り組んでいる結果に！ 
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表 2 活動の種類（中心的な支援） 

 
表 3 活動の主な対象（複数回答可） 
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２ 活動の財源について（複数回答可） 

 活動の財源は「法人独自の資金」（52％）が最も多く、次いで「支出はない（ごくわずか）」（38％）

であった。その他は全体の 18％に上り、「支援者からの金品の提供」、「参加者からの参加費」な

どがあった。（表４）   

 

表 4 活動の財源（複数回答可） 

 

３ 活動の連携先について（複数回答可） 

 活動の連携先は「区市町村社会福祉協議会」（43％）が最も多く、次いで「行政」（35％）「自

施設以外の社会福祉施設・事業所」、「町会、自治会」（ともに 34％）と続いた。「連携相手な

し」は 11％であった。「その他の組織等」では「民生委員」、「地域包括支援センター」、「ボ

ランティアグループ」などの回答があった。（表５） 

 

 

表 5 活動の連携先について（複数回答可） 
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４ 東京都地域公益活動推進協議会の活動に期待することについて（複数回答） 

 期待することとして最も多かったのは「会員への情報提供」で全体の 55%となった。次いで、

「都民、関係者への広報活動」（42%）、「研修」、「活動助成」（ともに 33％）、「情報交換の場・

機会」（31%）となった。「その他」（自由記述）の回答は少なかった（1％）が、「補助金・助

成金についての要望や情報提供」、「災害を想定した互助体制の構築」等の意見があった。（表

６） 

 

 

表 6 東京都地域公益活動推進協議会の活動に期待することについて（複数回答可） 

 

 

作成：令和 6年 4月 

東京都地域公益活動推進協議会 

〒162-8953 新宿区神楽河岸 1-1 

TEL：03-3268-7192 FAX：03-3268-0635 

E-mail：tky-koueki@tcsw.tvac.or.jp 

URL：https://www.tcsw.tvac.or.jp/koueki/ 
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